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2020 年 12 ⽉ 22 ⽇ 
各  位 

会 社 名 イ オ ン デ ィ ラ イ ト 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社⻑ 
兼社⻑執⾏役員 濵⽥ 和成 

(コード番号 9787 東証第⼀部 ) 

お 問 合 せ 先 
常務執⾏役員 
グループ戦略・デジタル
ソリューション統括 

⽣⽥ 徳明 

 (TEL．03-6840-5712) 
 

完全⼦会社株式会社ユーコムの吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 
 

当社は、本⽇開催の取締役会において、下記のとおり完全⼦会社である株式会社ユーコム（以下、
「ユーコム」）を吸収合併することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、本合併は 100％⼦会社を対象とする吸収合併であるため、開⽰事項・内容を⼀部省略して開⽰
しております。 

 
記 

１． 吸収合併の⽬的 
ユーコムは、当社の建設施⼯事業における店舗設計・内装⼯事の受託拡⼤を⽬的に、商業施設

の設計・内装⼯事業を展開する会社として、2018 年 5 ⽉に株式を取得、完全⼦会社化しております。 
当社においても商業施設の設計・内装⼯事を担当する部⾨として、内装設計部デザイン部⾨

（DELIGHT DESIGN LAB）を組織化しており、クリエィティブな⼈材を集約することで、商業施
設、専⾨店のリニューアル⼯事の事業拡⼤が⾒込まれます。 

当社では 2020 年度よりグループガバナンスの強化、資本⽣産性の向上、並びに地域経済圏形成に
向けたグループ各社の機能と役割の明確化を⽬的にグループ内組織再編を進めています。その⼀環
として、当社との重複業務の排除、並びに経営資源の集約を通じた建設施⼯事業の強化を⽬的に
ユーコムを吸収合併することといたしました。 
 

２． 吸収合併の要旨 
（１）⽇程  

取締役会決議⽇   2020 年 12 ⽉ 22 ⽇  
合併契約締結⽇ 2020 年 12 ⽉ 22 ⽇ 
合併期⽇（効⼒発⽣⽇） 2021 年３⽉１⽇（予定） 

   （注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第 2 項の規定に基づく簡易合併であり、 
      ユーコムにおいては会社法第 784 条第 1 項の規定に基づく略式合併であるため、 

        いずれも合併契約承認の株主総会は開催いたしません。 
（２）合併の⽅式  

本合併は、当社を存続会社、ユーコムを消滅会社とする吸収合併⽅式です。 
（３）合併に係る割当ての内容  

本合併による株式その他の⾦銭等の割当てはありません。  
（４）合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い  
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該当事項はありません。 
 

３． 合併当事者の概要（2020 年 12 ⽉ 22 ⽇現在） 
 存続会社 消滅会社 
（１）名称 イオンディライト株式会社 株式会社ユーコム 
（２）所在地 ⼤阪府⼤阪市中央区南船場

2-3-2 
東京都港区芝２-16-7 

（３）代表者の役職・⽒名 代表取締役社⻑ 兼 社⻑執⾏役員 
濵⽥ 和成 

代表取締役社⻑  
釘抜 弘⼰ 

（４）事業内容 ファシリティマネジメント事業 商業施設設計 
店舗建築・内装⼯事業 

（５）資本⾦ 3,238 百万円 30 百万円 
（６）設⽴年⽉ 1972 年 11 ⽉ 16 ⽇ 1989 年 12 ⽉ 15 ⽇ 
（７）発⾏済み株式数 54,169,633 株 600 株 
（８）決算期 2 ⽉末⽇ 12 ⽉末⽇ 
（９）⼤株主及び持株⽐率 

（2020 年 8 ⽉ 31 ⽇現在） 
イオン(株)      44.72% 
イオンリテール(株)  10.00% 
ゴールドマン・サックス・アン
ド・カンパニー レギュラーアカ
ウント        4.30% 
⽇本マスタートラスト信託銀⾏ 
(株)（信託⼝）        4.14% 
(株)⽇本カストディ銀⾏（信託⼝） 
                        2.66% 

当社 100.0% 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 
決算期 2020 年 2 ⽉期 2019 年 12 ⽉期 
総資産 136,917 百万円 271 百万円 
純資産 81,286 百万円 65 百万円 
１株当たり純資産 1,578 円 77 銭 109,127 円 82 銭 
売上⾼ 308,582 百万円 327 百万円 
営業利益 16,001 百万円 28 百万円 
経常利益 15,949 百万円 37 百万円 
親会社株主に帰属する当期純利益 9,348 百万円 ▲38 百万円 
１株当たり当期純利益 187 円 21 銭 - 

 
４． 合併後の状況 

 本合併による当社の商号、所在地、代表者の役職・⽒名、事業内容、資本⾦及び決算期の変更
はございません。 
 

５． 今後の⾒通し 
本合併は、当社完全⼦会社との吸収合併であり、連結業績に与える影響はございません。 
 

以 上 


